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国士舘大学文学部の教員養成教育と
「教職実践演習」
臼　井　嘉　一
はじめに─小論の課題と方法意識
　本年度（2010年度）４月入学生から導入され、その４年次後期において履修す
べき、新しい「教職実践演習」という教職科目について、中央教育審議会（中教
審）の＜2006年答申＞は次のように述べている。
　「教職指導は、学生が教職についての理解を深め、教職への適性について考察
するとともに、各科目の履修等を通して、主体的に教員としての必要な資質能力
を統合・形成していくことができるよう、教職課程の全期間を通じて、課程認定
　大学が継続的・計画的に行う指導・助言・援助の総体、即ち教科と教職の有機
的統合や、理論と実践の融合に向けての組織的な取組みである。」
　「これまで、教職指導については、課程認定大学により取組に大きな差があっ
たが、今後は、どの大学においても、学生の適性や履修履歴等に応じて、きめ細
かい指導・助言・援助が行われるよう、教職指導の充実に努めることが必要であ
る。このため、法令上も、教職課程全体を通じた教職指導の実施を明確にするこ
とにより、各大学における積極的かつ計画的な取組を推進することが適当であ
る。」
　すなわち以上の指摘のポイントは、第１は＜教職指導＞は、継続的・計画的に
行う指導・助言・援助の総体であり、組織的な取組みであること、第２は＜教職
指導＞は、学生の適性や履修歴等に応じてきめ細かい指導・助言・援助が行われ
ること、第３は、教職課程全体を通じた教職指導の実施を明確にすることにより、
各大学における積極的かつ計画的な取組みを推進すること、にある（１）。
　筆者はこの三つの指摘は、これまでの教員免許必修とされる教員養成系大学・
学部にも、それ以外の国士舘大学のようないわゆる「開放制」の大学・学部にも、
共に欠落されがちなものに目を向けさせるものであると捉えている。すなわち今
日の教員養成教育における＜教職指導＞一般について単純化して述べるならば、
教員免許法科目を単に履修させることにとどまるものであり、教員養成教育とし
ての文字通りの＜教職指導＞が成立していたかどうかが疑わしい現状がなきにし
もあらずという状況であり、それゆえに上記において述べられているような「ど
の大学においても、学生の適性や履修履歴等に応じて、きめ細かい指導・助言・
援助」は必ずしも成立していたとはいえず、ややもすると教員免許必修とされる
大学・学部においてすら、免許必修の科目（及びそれに加えて設定される科目）
を個々の学生の自覚に任せて履修させることにとどまっていたといえる（２）。
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　小論の課題は、国士舘大学文学部という、いわゆる「開放制」の大学・学部の
教員養成教育において、今回新しく導入される「教職実践演習」という科目を教
員養成教育全体の中でどう位置付け、どのようにこの科目を実施・運営していく
のかを検討してみることにある。
１　「教職実践演習」の性格と役割
　文部科学省は2009（平成21）年１月11日に「教職実践演習の進め方及びカリキュ
ラムの例」を提示しているが、この提示を踏まえて以下「教職実践演習」の性格
と役割について整理してみる。
（１）「教職実践演習」の性格
　「教職実践演習」の性格に関しては、「教育職員免許法施行規則」第６条第１項
の表備考において次のように規定されている。
　「十一　教職実践演習は、当該演習を履修する者の教科に関する科目及び教職
に関する科目の履修状況を踏まえ、教員として必要な知識技能を修得したことを
確認するものとする」
　すなわちこの科目の性格は、教員養成教育において履修される「教科に関する
科目及び教職に関する科目」の履修状況を踏まえ、「教員として必要な知識技能
を修得したこと」を確認するところにある。したがって本科目はその最終的確認
のためにも４年間の最終学期である「４年次後期」に設定されることになる。
　①なお上記の「教科に関する科目」は、学校種別ごとに次のように必修単位が
設定されている。（「１種免許」を例とする。）
　「小学校」－８単位プラス「教科又は教職」10単位（８～18単位）
　「中学校」－20単位プラス「教科又は教職」８単位（20～28単位）
　「高等学校」－20単位プラス「教科又は教職」16単位（20～36単位）
　「幼稚園」－６単位プラス「教科又は教職」10単位（６～16単位）
　「養護教諭」－養護28単位プラス「養護又は教職」７単位（養護28～35単位）
　②また「教職に関する科目」は、学校種別ごとに次のように必修単位が設定さ
れている。（「１種免許」を例とする。）
　「小学校」－41単位プラス「教科又は教職」10単位（41～51単位）
　「中学校」－31単位プラス「教科又は教職」８単位（31～38単位）
　「高等学校」－23単位プラス「教科又は教職」16単位（23～39単位）
　「幼稚園」－35単位プラス「教科又は教職」10単位（35～45単位）
　「養護教諭」－21単位プラス「養護又は教職」４単位（21～25単位）
　③上記の「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」に加えて「教育職員
免許法施行規則第66条の６に定める科目」（以下「66条科目」とする）として「日
本国憲法２単位及び体育２単位」、「外国語コミュニケーション２単位」「情報機
器の操作２単位」も必修科目として設定されている。
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　以上の様な①「教科に関する科目」と②「教職に関する科目」及び③「66条科
目」の諸科目の履修状況を踏まえ、「教員として必要な知識技能を修得したこと」
を確認するのが、まさに「教職実践演習」の果たすべき役割といえる。なおここ
で改めて留意すべきことは「教科に関する科目」という学部専門科目は教員養成
教育における教職科目としても位置付けられていることである。
（２）「教職実践演習」の実施にあたっての準備事項─担当教員の位置と役割
　文科省は授業の実施にあたっての準備事項については、
　①　 「教職実践演習の担当教員と、その他の教科に関する科目及び教職に関す
る科目の担当教員で教職実践演習の内容について協議」、
　②　 「入学の段階からそれぞれの学生の学習内容、理解度等を把握（例えば、
履修する学生一人一人の「履修カルテ」を作成）」
　という２点を提示している。
　この２点からうかがえるように、「教職実践演習」という科目は、その担当教
員が、「教科に関する科目」「教職に関する科目」の担当教員とその内容について
協議すべき位置と役割を担っており、そして「入学の段階からそれぞれの学生の
学習内容、理解度等を把握」することにその重要な役割がある。その重要な役割
を果たす上で提起されたものが、履修する学生一人一人の「履修カルテ」を作成
することである。なお、この「教職実践演習」という科目は「教職に関する科目」
として位置づけうるものであるが、その担当者としては原理的には上記の「教職
に関する科目」担当者のみならず、「教科に関する科目」担当者も位置づけうる
ことに留意すべきである（３）。
　また第１点に明示された「教職実践演習の担当教員」とはどんな教員なのかと
いう問題であるが、望ましくは「教職論」（教師教育学）担当の専任教員であろ
うが、必ずしもその特定教員にとどまらず、理念的には「その他の教科に関する
科目及び教職に関する科目の担当教員」全員が担う必要があり、それゆえにその
中から複数名がローテーションで担当することもありうると捉えている。した
がって最初から「教科に関する科目」担当者を上記担当者から除くものとは捉え
ない。
　ただし教職課程認定申請においてはそのような担当者も現実に「教科教育法」
的な研究業績も必要となっており、それゆえに教職課程申請者となることができ
ないケースもあるが、上記 の準備事項に記されているようにその「教科に関す
る科目」の担当者も、最低限「教職実践演習」実施においては「教職実践演習」
担当者との「協議」という任務が必要であることは確認しておきたい。筆者はそ
の最低限の任務の一環として、「履修カルテ」の作成とその評価・確認に関わる
仕事があると捉えている。
　ところで第２点で提起された「履修カルテ」の作成については、４年次後期に
実施される「教職実践演習」の実施の前提としてその作成が位置づけられるもの
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であり、したがって入学段階からの教員養成教育におけるそれぞれの時期の「履
修カルテ」の作成を前提として本科目の授業が実施され、まさに「教員として必
要な知識技能」が修得されたかどうかが評価・検証されることになる。
（３）「教職実践演習」で取り扱う内容と方法─「半期授業」内容と方法例
　次に文科省は「教職実践演習」で取り扱う内容と方法に関わって次の11点を例
示している。
　①　 イントロダクション・これまでの学修の振り返りについての講義・グルー
プ討論
　②　 教職の意義や教員の役割、職務内容、子どもに対する責任等についてのグ
ループ討論・ロールプレイング
　③　 社会性や対人関係能力（組織の一員としての自覚、保護者や地域の関係者
との人間関係の構築等）について講義・グループ討論
　④　幼児児童生徒理解や学級経営についての講義・グループ討論
　⑤　学級経営案の作成・グループ討論
　⑥　学校現場の見学・調査
　⑦　 社会性、対人関係能力、幼児児童生徒理解、学級経営についてのグループ
討論
　⑧　教科・保育内容等の指導力についての講義・グループ討論
　⑨　模擬授業
　⑩　教科・保育内容等の指導力についてのグループ討論
　⑪　資質能力の確認、まとめ
　※養護教諭の教職課程の場合は、各職務内容に応じて適宜追加等を行う。
　
　以上の11点の例示からもうかがえるように、「教職実践演習」で取り扱う内容
と方法のポイントは、１年次から４年次まで履修してきた「教科に関する科目」
と「教職に関する科目」の講義等を振り返り、その修得について改めて確認する
とともに、それらの諸内容についてグループ討論しつつ、「教員として必要な知
識技能を修得したことを確認する」ところにある。
　そしてそれらの確認とグループ討論を踏まえて、「履修カルテ」を参照し、「個
別に補完的な指導」も行われることも必要なケースとして想定されている。
　なお、「授業方法等」に関しては、「想定される主な授業形式」として「役割演
技（ロールプレーイング）」「事例研究」「現地調査（フィールドワーク）」が例示
され、「受講者数」についても「できる限り少人数（15名 ~20名程度が理想的）
とし、演習の効果が最大限に発揮されるよう配慮することが望ましい。」「受講者
数が増える場合には、大学の実情に応じて、ティーチングアシスタント（ＴＡ）
等を活用するなど、授業形態の工夫をはかる必要がある。」と述べられている。
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（４）「補完指導」と「単位認定」
　そして文科省は以上の内容と方法を踏まえて、「補完指導」と「単位認定」に
ついて次のように述べている。
　「補完指導」─「履修カルテ」を参照し、個別に補完的な指導を行う。
　「単位認定」─実技指導、グループ討論、補完指導、試験の結果等を踏まえ、
教員としての最小限必要な資質能力が身に付いているかを確認し、単位認定を行
う。
　
　以上、（１）から（４）の「教職実践演習」の性格と役割及びその実施要領か
らもうかがえるように、今回導入された「教職実践演習」という新科目は、１年
次から４年次の教員養成教育の学修成果を踏まえて、それらの内容を①教職の意
義や教員の役割、職務内容、子どもに対する責任等、②社会性や対人関係能力（組
織の一員としての自覚、保護者や地域の関係者との人間関係の構築等）、③幼児
児童生徒理解能力や学級経営、④教科・保育内容等の指導力という四つの観点か
ら改めて確認し、教員としての「資質能力」を確認しつつ、必要に応じて「補完
指導」を位置づけるものである。
（５） 教員としての「資質能力」の最終的な形成と確認─「到達目標」と「目標
到達の確認指標例」
　文科省は、「教職課程認定大学」に対して今回例示されている「教職実践演習」
の授業内容例については「必ずしもすべて行う必要はなく、科目に含めることが
必要な事項①~④が全体として確認できるよう、適宜、組み合わせて授業を編
成することが望ましい」と述べているが、ここからもうかがわれるように教員と
しての「資質能力」を次の４点に集約して、その４つの事項が最終的に形成され
確認されることが重要であるとしている。その４つの必要事項と、それらの事項
の「到達目標」及びその「目標到達の確認指標例」については、次のように整理
されている。
　①　使命感や責任感、教育的愛情等に関する事項
　　　 「到達目標１」─教育に対する使命感や情熱を持ち、常に子どもから学び、
共に成長しようとする姿勢が身に付いている。
　　　 「到達目標２」─高い倫理観と規範意識、困難に立ち向かう強い意志を持
ち、自己の職責を果たすことができる。
　　　 「到達目標３」─子どもの成長や安全、健康を第一に考え、適切に行動す
ることができる。
「目標到達の確認指標例１」─誠実、公平かつ責任感を持って子どもに接し、子
どもから学び、共に成長しようとする意識を持って、指導に当たることができる。
「目標到達の確認指標例２」─教員の使命や職務についての基本的な理解に基づ
き、自発的・積極的に自己の職責を果たそうとする姿勢を持っているか。
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「目標到達の確認指標例３」─自己の課題を認識し、その解決に向けて、常に学
び続けようとする姿勢を持っているか。
「目標到達の確認指標例４」─子どもの成長や安全、健康管理に常に配慮して、
具体的な教育活動を組み立てることができるか。
　②　社会性や対人関係能力に関する事項
　　　 「到達目標１」─教員としての職責や義務の自覚に基づき、目的や状況に
応じた適切な言動をとることができる。
　　　 「到達目標２」─組織の一員としての自覚を持ち、他の教職員と協力して
職務を遂行することができる。
　　　 「到達目標３」─保護者や地域の関係者と良好な人間関係を築くことがで
きる。
「目標到達の確認指標例１」─挨拶や服装、言葉遣い、他の教職員への対応、保
護者に対する接し方など、社会人としての基本が身についているか。
「目標到達の確認指標例２」─他の教職員の意見やアドバイスに耳を傾けるとと
もに、理解や協力を得ながら、自らの職務を遂行することができるか。
「目標到達の確認指標例３」─学校組織の一員として、独善的にならず、協調性
や柔軟性を持って、校務の運営に当たることができるか。
「目標到達の確認指標例４」─保護者や地域の関係者の意見・要望に耳を傾ける
とともに、連携・協力しながら、課題に対処することができるか。
　③　幼児児童生徒理解や学級経営等に関する事項
　　　 「到達目標１」─子どもに対して公平かつ受容的な態度で接し、豊かな人
間的交流を行うことができる。
　　　 「到達目標２」─子どもの発達や心身の状況に応じて、抱える課題を理解
し、適切な指導を行うことができる。
　　　 「到達目標３」─子どもとの間に信頼関係を築き、学級集団を把握して、
規律ある学級経営を行うことができる。
「目標到達の確認指標例１」─気軽に子どもと顔を合わせたり、相談に乗ったり
するなど、親しみを持った態度で接することができるか。
「目標到達の確認指標例２」─子どもの声を真摯に受け止め、子どもの健康状態
や性格、生育歴等を理解し、公平かつ受容的な態度で接することができるか。
「目標到達の確認指標例３」─社会状況や時代の変化に伴い生ずる新たな課題や
子どもの変化を、進んで捉えようとする姿勢を持っているか。
「目標到達の確認指標例４」－子どもの特性や心身の状況を把握した上で学級経
営案を作成し、それに基づく学級づくりをしようとする姿勢を持っているか。
　④　教科・保育内容等の指導力に関する事項
　　　 「到達目標１」─教科書の内容を理解しているなど、学習指導の基本的事
項（教科等の知識や技能など）を身に付けている。
　　　 「到達目標２」─板書、話し方、表情など授業を行う上での基本的な表現
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力を身に付けている。
　　　 「到達目標３」─子どもの反応や学習の定着状況に応じて、授業計画や学
習形態等を工夫することができる。
「目標到達の確認指標例１」─自ら主体的に教材研究を行うとともに、それを活
かした学習指導案を作成することができるか。
「目標到達の確認指標例２」─教科書の内容を十分理解し、教科書を介してわか
りやすく学習を組み立てるとともに、子どもからの質問に的確に応えることがで
きるか。
「目標到達の確認指標例３」─板書や発問、的確な話し方など基本的な授業技術
を身に付けるとともに、子どもの反応を生かしながら、集中力を保った授業を行
うことができるか。
「目標到達の確認指標例４」─基礎的な知識や技能について反復して教えたり、
板書や資料の提示を分かりやすくするなど、基礎学力の定着を図る指導法を工夫
することができるか。
　以上の①～④の「必要事項」のそれぞれの「到達目標」に沿いつつ、本授業科
目（「教職実践演習」）において、教員としての「資質能力」の最終的な形成及び
確認がなされていくことになる。
　さて「教職実践演習」という授業科目は、冒頭において述べたように、それぞ
れの「課程認定大学」において「学生の適性や履修履歴等に応じて、きめ細かい
指導・助言・援助が行われるよう」、「積極的かつ計画的な取組みを推進する」か
が大きな課題である。そのためにも、大学・学部全体においていかなる方針でそ
れらの取組みを進め、それらを踏まえて文学部の専攻においてどのような「教職
実践演習」を実施・運営するのかが重要な課題となるが、そのための指針ともい
える諸点について以下、簡潔に述べてみたい。
２　国士舘大学文学部教員養成の全体的特徴と「教職実践演習」
の位置づけ
（１）　国士舘大学文学部教員養成の全体的特徴
　まず、国士舘大学全体の教員養成教育の体制を一言で述べるならば、全学のな
かに「教職課程運営センター」を設置し、センター長、センター運営委員会の下
に全学学部代表（文学部、政治経済学部、（経営学部）、法学部、理工学部、21世
紀アジア学部、体育学部から各１名のセンター運営委員）、三つの教職系コース
の代表（文学部教育学専攻、同初等教育専攻、体育学部こどもスポーツ教育学科
から５名のセンター運営委員）を選出して、大学全体の教員養成教育の体制がつ
くられている。（上記の二種類の運営委員に加えて関連資格課程担当教員１名、
教務課職員１名が所属している。）
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　また国士舘大学全体の、教職課程履修学生は全学で約4000名にのぼり、免許申
請数も毎年900件に及び、国士舘大学教育において大きな比重を占めており、「教
職の国士舘」をめざしての報告書も出されている（「国士舘大学新聞472号」2008
年・平成20年４月25日発行参照）。
　なお以上の大学全体の教員養成教育の要の位置にある国士舘大学教職課程運営
センターの下に、本年、「教職実践演習」の授業づくりと運営を推進するために、
「教職実践演習企画運営部会」（各学部代表６名）と「教職実践演習単位認定部会」
（教職系コースの専門委員５名）（「履修カルテ」作成と授業運営実施上の諸問題
の検討等）が設置されたところである。
　それでは国士舘大学文学部の教員養成教育の全体的特徴について以下に述べて
みる。
　第１は、文学部は８つの専攻から成り立っており、その内の、２つが「教職専
門系専攻」であり（「教育学専攻」「初等教育専攻」）、６つが「教科専門系専攻」
である。（「倫理学専攻」「考古・日本史学専攻」「東洋史学専攻」「地理・環境専攻」
「中国語・中国文学専攻」「日本文学・文化専攻」）
　第２は、文学部の教員養成教育は、小学校・幼稚園教員養成コースである「初
等教育専攻」と、中学校・高等学校教員養成コースである「その他の７専攻」に
分けることができ、後者のコースは、①「社会科・地理歴史科・公民科」の「教
育学専攻、倫理学専攻、考古・日本史学専攻、東洋史学専攻、地理・環境専攻」、
②「国語」の「中国語・中国文化専攻」「日本文学・文化専攻」、③「保健体育科」
の「教育学専攻」、④「養護教諭」の「教育学専攻」の４種類に分けられる。
　第３は、「教職実践演習」のベースに設定される、「教職に関する専門科目」（教
科専門科目）及び「教科に関する専門科目」（教職専門科目）という観点から整
理すると、まず原則として「教科専門科目」のみによって構成されている専攻は
次の６専攻である。
　「倫理学専攻」（社会科・地理歴史科・公民科）
　「考古・日本史学専攻」（社会科・地理歴史科）
　「東洋史学専攻」（社会科・地理歴史科）
　「地理・環境専攻」（社会科・地理歴史科）
　「中国語・中国文化専攻」（国語科）
　「日本文学・日本文化専攻」（国語科）
　また以下に整理するように、主として「教職専門科目」から構成されておりな
がら、併せて「小学校・幼稚園教科専門科目」と、「中学校社会科教科専門科目」
「中学校・高等学校保健体育科教科専門科目」「中学校・高等学校養護教諭養護科
目」という「教科専門科目」によっても構成されている「初等教育専攻」と「教
育学専攻」がある。
　　 「初等教育専攻」（小学校・幼稚園教職専門科目、小学校・幼稚園教科専門科
目）
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　　 「教育学専攻」（教職専門科目、中学校社会科教科専門科目、中学校・高等学
校保健体育科教科専門科目、中学校・高等学校養護教諭科目）
　第４は、文学部８専攻のそれぞれの「教職専門科目」の履修系列を単純化して
整理すると、以下の通りである。なお新しい「教職実践演習」は４年次後期に必
修科目として設定されている。
　　１年次「総合教育科目─憲法・体育・外国語・情報機器」
　　「教職専門科目─教育基礎論、道徳教育、特別活動」
　　 ２年次「教職専門科目─教職論、教育心理学、教科教育論・指導法、生徒指
導論」
　　（初等教育専攻─小学校・幼稚園教職・教科専門科目─２・３年次必修科目）
　　３年次「教職専門─教育方法論、教育相談、教育実習Ⅰ（事前指導）」
　　　※「介護等体験（７日間）」
　　 ４年次「教職専門─３・４年次選択必修科目＝「教育史、教育行財政」、３・
４年次必修科目＝「教育課程論」、教育実習Ⅱ（事後指導含む）、教育実習Ⅲ
（事後指導含む）、「教職実践演習（４年次後期）」
　　　※「教育実習」
　第５は、文学部８専攻の「それぞれの専門科目」（卒業必修専攻科目）は、お
のおのの専門性に応じて履修系列が設定されているが、それぞれに共通するポイ
ントは以下のように整理できる。
　＊文学部８専攻必修単位＝124単位─「総合科目18単位」「外国語科目８単位」
　　　　　　　　「専門科目90単位（必修○単位＋選択必修△単位）」
　　　　　　　　「 自由選択科目８単位」（「専門科目90単位」プラス「自由選択
科目８単位」をベースとして教員養成教育科目を修得する。）
　＊一例（教育学専攻）の「教職系専門科目」履修系列
　　※「必修12単位」「選択78単位」「自由選択８単位」
　　１年次─「人間と教育１（前期）２単位」「人間と教育２（後期）２単位」
　　２年次─「 教育学研究（○○学）（前期）２単位」「教育学研究（△△学）（後
期）２単位」
　　３年次─「教育学演習１（通年）２単位」
　　４年次─「教育学演習２（通年）２単位」
　　　　　　　「卒業論文８単位」
　＊学年終了時における留年単位
　　１年次修了時─「教育学」12単位未満の場合＝原級に留め置くことがある。
　　２年次修了時─「教育学」54単位未満の場合＝原級に留め置く。
　　３年次修了時─「教育学」74単位未満の場合＝原級に留め置くことがある。
　　４年次修了時─「教育学」124単位未満の場合＝原級に留め置く。
　以上の文学部「専門科目」履修系列は、いわゆる「開放制」大学・学部の専門
教育の基本として位置づくものであるが、小論において問題とすべきことはこの
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ような「専門科目」履修系列を踏まえていかに教員養成教育を設定し、どのよう
に展開していくのかということである。まさに「開放制」大学・学部の本領であ
る「専門科目」の履修系列においていかに教員養成教育を位置づけるかが「大学
における教員養成」という戦後教員養成原則を実現する上で根幹にすえるべき課
題だからである（４）。
　それでは以上の５つの特徴を踏まえて、「開放制」大学・学部としての国士舘
大学文学部において、「教職実践演習」という授業科目をどう位置づけ、どのよ
うに４年間の教員養成教育を展開していけばよいかについて次に検討したい。
（２）国士舘大学文学部における教員養成教育と「教職実践演習」の位置と役割
　①　「専門教育」履修系列と教員養成教育
　しばしば「開放制」教員養成を批判する際に問題とされることは、「開放制」
大学・学部の「専門教育」履修系列が中心にあるがゆえに、教員養成教育として
の「教職」科目が付けたし的に履修され、その教育が不十分になっていることで
ある。しかもその際の「教職」科目は狭義の「教職専門科目」のみとされて、本
来の「専門教育」科目の「教職」科目としての位置づけが軽視されることになる。
　実は先に指摘したように、「開放制」大学・学部における「専門科目」履修系
列の存在はそれ自体当然のことであるが、その存在を前提としていかに教員養成
教育を位置づけるかが重要な課題になる。
　それでは「専門教育」履修系列を基本に据えつつも、教員養成教育を正当に位
置づけるような教育はどのようにして実現できるのであろうか。
　筆者はその実現の際の最大のポイントは、「教科専門科目」担当者がその専攻
の教職科目履修学生を意識してその専門教育と教育との関わりを、学校現場使用
の教科書等を素材にして必要に応じて
3 3 3 3 3 3
教育し、その進路実現を励ますことにある
と考えている。つまりその「専門教育」は客観的には「教科に関する」、まさに
＜教員養成教育の必修科目＞であることを自覚し、その自覚を踏まえて専門教育
の一環として教職指導にあたることが望ましい（これは決して狭義の「教科教育
法」の指導のみを行うことを示唆しているのではなく、あくまでも専門教育の一
環として必要に応じて行う程度のことを示唆している）。
　次に指摘すべきポイントは、このような教科専門科目担当者は、その立場から
「教職実践演習」の実施・運営に一定の参加を実現し、専門ゼミ担当者の立場か
ら教師志望ゼミの進路指導に関わることであり、しかもひいては教科教育法・教
職科目担当者との連携による広義の教科教育法・教職科目の設定も場合によって
は視野にいれることが肝要である。
　文学部の「専門教育」履修系列は先に確認したように四年間においては、「18
単位＋８単位＋90単位＋８単位」という単位修得をその内容としているが、その
中の「90単位」の専門科目単位修得がどのように展開するかが、教員養成教育の
充実しうるかどうかに深く関わっており、決して狭義の教職専門科目の教育のみ
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がその責を負うものではない。
　②　「専門教育」履修系列における「教職実践演習」の位置と役割
　さて以上の「専門教育」履修系列を踏まえて「教職実践演習」はどのような位
置と役割を果たすのであろうか。
　その点で改めて確認しておきたいことは、本科目実施のあたっての準備事項と
して第１に「『教科に関する科目』『教職に関する科目』の担当教員とその内容に
ついて協議」すること、第２に「入学の段階からそれぞれの学生の学習内容、理
解度等を把握（例えば、履修する学生一人一人の「履修カルテ」を作成）」する
こと、という２点が示されていることであるが、ここからうかがえることは、こ
の「教職実践演習」は、四年間の「教科」及び「教職」の専門科目の履修状況を
ふりかえり、教員としての資質能力の形成について＜自己確認＞するという役割
を果たすものである。ただし、その＜自己確認＞はこの４年次後期の「教職実践
演習」履修時に限るものではなく、入学段階から四年間とりわけ学年修了時（期
末テスト時）にその学習内容、理解度等をふりかえりつつ、適宜行われることを
想定すると、四年間の「専門教育」履修系列において少なくとも学期開始時、期
末テスト時においてその＜自己確認＞を位置づけつつ、併せて各「専攻」におい
てそれに対する ｢指導・助言・援助｣ を位置づけることが必要である。
　したがって「教職実践演習」は、以上において述べたような「専門教育」履修系
列の教育における「教科」及び「教職」の、各学年での学生自身の＜自己確認＞
と、各「専攻」での ｢指導・助言・援助｣ を踏まえて、その「最終的な形成と確
認」を行うものとなる。
　③　「学生の適性や履修履歴等に応じて」いかに展開するか
　さて以上の、文学部の「専門教育」履修系列とそこにおける「教職実践演習」
の教育を進める上で、その基本に据えるべきものは何であろうか。その点で筆者
は大学・学部における教員養成教育において重視すべきことは、冒頭においても
紹介した中教審＜2006年答申＞にも指摘されていたような「各科目の履修等を通
して、主体的に教員としての必要な資質能力を統合・形成していくことができる」
という点と、「どの大学においても、学生の適性や履修履歴等に応じて、きめ細
かい指導・助言・援助が行われる」という点であろう。
　したがってこの２点の、「主体的に教員としての必要な資質能力を統合・形成」
はその目標として見据えつつ、そのためにも「学生の適性や履修履歴等に応じ
て」、いかに「きめ細かい指導・助言・援助」が、「どの大学（課程認定大学─引
用者注）においても」、実現することが最大のポイントであろう。
　筆者は、たとえ免許必修の大学・学部の学生であっても、必ずしも「学生の適
性や履修履歴等に」応じた、教員としての必要な資質能力が形成されているわけ
ではないと経験を踏まえて捉えている。また免許必修ではない、いわゆる「開放
制」大学・学部の学生の中にも教員として的確な資質能力を有する者もいたこと
も経験を踏まえて捉えている。したがって、教員養成教育においては、様々な教
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員志望の学生の中から、まさに「適性や履修履歴等に応じて」、いかに教員とし
ての資質能力を「最終的に確認」していくかが最大のポイントであろうと考える。
　④　教員として必要な資質能力の最終的形成と確認─学生教育から教師として
のライフコースを創ることへ
　国士舘大学文学部の教員養成教育はこの学部の基本性格である「開放制」大
学・学部であることを踏まえて、８専攻のいずれにおいても ｢免許必修制｣ はと
られず、それゆえに免許志望の学生も、そうではない学生も併存する「専門教育」
の中で教員養成教育が進められている。ただしとりわけ初等教育専攻はすべての
学生が小学校教員免許取得可能なように体制がとられ、また教育学専攻において
も多くの学生が社会科・保健体育科の免許取得しうる体制がとられているが、そ
れにしてもすべての学生が免許必修という閉じた体制ではないことに注意する必
要がある。
　さて以上のような「開放制」の教員養成教育を進めている、文学部の教員養成
教育において今回の「教職実践演習」が導入される上で最も肝要なことは、まず
「教科専門系専攻」においては自らの「専門教育」において四つの教師教育事項
の内の「教科等の指導力に関する事項」の「自ら主体的に教材研究を行うととも
に、それを活かした学習指導案を作成することができる」こと、「教科書の内容
を十分理解し、教科書を介してわかりやすく学習を組み立てるとともに、子ども
からの質問に的確に応えることができる」こと、という事態に対応しうる指導・
助言・援助を行うことである。
　そして「教職専門系専攻」においては自らの「専門教育」において四つの教師
教育事項の内の「社会性や対人関係能力」「幼児児童生徒理解や学級経営」「教
科・保育内容等の指導」という事態に対応しうる指導・助言・援助を行うことで
ある。
　すなわち大学の教員養成教育は、それを進める上での基準である教育職員免許
法にある、「教科専門科目」「教職専門科目」を履修し、そして「介護等体験」「教
育実習」を体験・実習した上で、基本的な内容の学習が修了することになってお
り、したがってそれらを踏まえた上で、今回の「教職実践演習」が導入されるこ
との意味は、基本的にすでに履修され、体験・実習していることを視野に入れつ
つ、四年間の区切り区切りにおいて、いかに「教科専門科目」と「教職専門科目」
の担当者が学生自身に自らの「履修」と「体験」「実習」についてふりかえらせ、
それを踏まえた指導・助言・援助がどれほど適切に行えるかにあるといえる。
　そしてこのような指導・助言・援助という大学教員の行為の総体は、大学にお
ける学生自身に、まさに教員として資質能力を一つ一つ身に付けさせていくとと
もに、それと並行して学生自身が新しい教師としてのライフコースを創りあげて
いくことにつながっていくことをうながしていくのである（５）。
　⑤　国士舘大学文学部の教員養成教育における＜教職指導＞確立への試み
　第１の試みは、現在「初等教育専攻」において東京都教育委員会の事業である
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「東京教師養成塾」にタイアップして実施されている特別学生の４年次における
「特別教育実習」に関わる試みである。
　具体的には４年次において「東京都公立小学校での年間を通した教育実習や異
校種の授業観察等を通して , 実践的指導力や柔軟な対応力を養う」べく、第１に
「教師養成塾指定校での実習」（年間40日程度）、（平成21年度実習状況46.8日、平
均授業時数45.3時数）、第２に「週１日と年間３回の連続５日間実習及び夏期休
業期間中の２日以上の実習」、第３に異校種及びモデルとなる授業観察（それぞ
れ半日を単位として２回）をそれぞれ実施するものである。
　この「東京教師養成塾」の事業は、本文学部の「初等教育専攻」学生のごく一
部において試みられているもので、必ずしも全体的に行えるものではないが、こ
のような学校現場の実習校が指定され、現場の指導者も設定されるような大学と
東京都教育委員会との一種の連携方式は今後に文学部において実施する上で参考
となるもので、今後の新しい教員養成教育において位置づけうるものである。
　第２の試みは、「教科専門科目」担当者が、例えば「教職実践演習」の一部の
時間（例えば５回程度）を活用して行う「模擬授業」の試みである。そのための
一例が次のような「狭義の教科教育学」（「教職専門科目」）と「広義の教科教育学」
（「教科専門科目」）という二重の性格を有する試みである。
　それはたとえば「社会科教育法」担当者と、「歴史（日本史）」「地理（人文地理）」
「公民（法律学）」との共同の、「模擬授業」指導例であるが（６）、これは国士舘大
学文学部において「教職実践演習」の一部を行う際の参考になろう。
　以上の二つの試みに含まれるものは、国士舘大学文学部の教員養成教育におけ
る「教科専門科目」と「教職専門科目」及び「介護等体験」「教育実習」を踏ま
えての履修・修得を、新しい教師としてのライフコースにつなげていく上で、重
要な位置を占めるのではないかと考える。
　大学における教員養成教育において必要なことは、冒頭において述べたように
文字通りの＜教職指導＞をいかに成立させるのかということであるが、その成立
のポイントは今回の「教職実践演習」において強調されている「大学が継続的・
計画的に行う指導・助言・援助の総体、すなわち教科と教職の有機的統合や、理
論と実践の融合に向けての組織的な取組み」である。
　その点で国士舘大学文学部のような「開放制」の大学・学部において教員養成
教育を文字通りの＜教職指導＞を確立させうるものは、各専攻・コースにおける
専門教育において、「大学における教員養成」原則を主体的に位置づけつつ、大
学教員という立場からどれほど学校教育及び教員養成に関わり、教師志望の学生
に対していかに自らの専門研究の内容をベースにした教科教育への提言がなしう
るかということであろう。その一つの方法が上記の教師志望の学生の学校現場へ
のフィールドワークや特別教育実習のような試みであり、「模擬授業」に参加し
協力するような試みである。
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　註
　（１）　この＜2006年答申＞において理論的にも実践的にも大きな役割を果たした前宮
城教育大学長の横須賀薫氏は大学における教員養成教育の理念として「目的教員養
成論」を展開しているが、その主著として『教師養成教育の探究』（評論社1976年
５月）及び『教員養成これまでこれから』（ジアース教育新社2006年10月）などが
あるが、特に後者は今後の新しい方向に対する問題提起を含むものであり、ここに
は「教職の専門性」養成の制度的柱として、「免許必修目的教員養成論」がその基
本に据えられている。筆者はその「目的教員養成論」の意義を踏まえつつも、その
｢免許必修制｣ という制度論には疑問を持つが故に、新しい著書を今までの実践を
踏まえて問題提起している。（臼井嘉一『開放制目的教員養成論の探究』学文社
2010年４月参照）
　（２）　拙著『開放制目的教員養成論の探究』学文社2010年４月21～24頁、116～120頁
参照
　（３）　いわゆる「教科専門科目」担当者の科目が、「教職課程認定科目」であるとい
う理由から、その担当者が「教職実践演習」を担当すべきものとして位置づけるだ
けでなく、戦後の教員養成の基本理念にある「大学における教員養成」原則を大学
において主体的に捉えたうえでの、学問と教育の結合原則をその基底に据えるべき
であるという見地からも、まさに大学における研究者が学校教育及び教員養成に関
わり、この「教職実践演習」に関わることも望ましいと位置づけている。
　（４）　「開放制教員養成論」の問題提起の書として岡本洋三著『開放制教員養成制度
論』（大空社1997年５月）があるが、それを踏まえて筆者は「注１」に述べた著書
を刊行している。
　（５）　「教師としてのライフコース」研究の一環として、山崎準二氏は「教職に就く
以前の段階」における「被教育体験の意味」や「養成教育の意味」及び「大学生活
の意味」についても位置づけて考察を進めている。筆者もこれらの意味を踏まえた
上で「大学における教員養成教育」における大学教員の教員養成に関わる「指導・
助言・援助」の総体を正当に位置づける必要があると考えている。（山崎準二『教
師のライフコース研究』創風社2002年３月参照）
　（６）　拙著『前掲書』48～51頁
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